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平成 26年 3月 31日 

 

各位 

会 社 名 昭 和 電 工 株 式 会 社 

代 表 者 取 締 役 社 長  市 川  秀 夫 

   （コード番号 ４００４ 東証第１部) 

問合せ先 総務・人事部 広報室長 草彅 美行 

TEL.０３‐５４７０－３２３５ 

 

劣後特約付ローンによる資金調達並びに 2014年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社

債（劣後特約付）の買入消却及び当社海外特別目的子会社によるユーロ円建交換権付永久

優先出資証券の買入消却に関するお知らせ 

 

当社は、平成 26年３月 31 日開催の取締役会において、劣後特約付ローン（以下、「本劣

後ローン」という。）による総額 240 億円の資金調達、並びに当社が発行した 2014 年満期

ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債（劣後特約付）（以下、「既存劣後 CB」という。）及

び当社 100％出資の特別目的子会社である SD Preferred Capital Limited（以下、「SD社」

という。）が発行したユーロ円建交換権付永久優先出資証券（以下、「既存優先出資証券」

といい、既存劣後 CB と併せて「既存ハイブリッド証券」と総称する。）の買入消却（以下、

本劣後ローンによる資金調達と併せて「本リファイナンス」と総称する。）を決議いたしま

したので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

1. 本リファイナンスの目的及び背景 

当社は、平成 21 年 10 月に、成長分野の展開加速と基盤事業の強化による新たな成長の

基礎固めに向けた資本充実と財務体質の強化を図ることを目的として、公募増資と既存ハ

イブリッド証券の発行を組み合わせた資金調達を実施いたしました。既存ハイブリッド証

券は、負債性調達手段の特性を有すると同時に、株式会社日本格付研究所（以下、「格付会

社」という。）から 75％の資本性が認められるなど、当社財務体質の改善に寄与してまいり

ました。 

本リファイナンスは、既存ハイブリッド証券のリプレイスメント条項((注)1)を遵守して

おり、本劣後ローンは格付会社から既存ハイブリッド証券と同等の資本性を認定される見
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込みであります。本リファイナンスにより実質的な自己資本が維持されるとともに、金融

費用は既存ハイブリッド証券に比べ減少します。また本劣後ローンには普通株式への転換

権は付されていないことから、株式の希薄化は発生しません。 

 

(注)1．当社は、償還、取得または買入日以前 12 ヶ月間に普通株式または既存優先出資証

券と同等以上の資本性を有するものと格付会社から認められた証券もしくは債務に

よって資金を調達した限度で行う場合でない限り、既存ハイブリッド証券の償還、

取得または買入を行わない意図を表明しているものです。 

 

 

2. 本劣後ローンの概要 

(1) 借入金額  240億円 

 

(2) 資金使途  既存ハイブリッド証券の買入消却資金 

 

(3) 契約日  平成 26 年３月 31日 

 

(4) 実行日  平成 26 年４月３日 

 

(5) 弁済期日  平成 86 年４月３日 

但し、借入実行から５年経過後以降の各利払日その他一定の場合は、元本の全部

または一部の期限前弁済が可能 

 

(6) 適用利率 

当初５年間は６ヶ月ユーロ円 LIBOR を基準とした変動金利、５年経過以降は 1.0％

ステップアップした変動金利 

 

(7) 借替制限 

当社は、期限前弁済日以前 12ヶ月間に普通株式または本劣後ローンと同等以上の資

本性を有するものと格付会社から認められた証券もしくは債務（但し、原則として

当社の子会社または関連会社以外の者に対して発行等されるものに限る。）によって

資金を調達した限度で行う場合でない限り、期限前弁済を行わないことを意図して

いる。 

 

(8) 利息に関する制限 

（ア） 利息の強制停止 
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一定の財務事由が生じた場合、分配可能額が利息金額を下回る場合、及び

優先株式（本劣後ローンに係る契約に定義される。以下同じ。）に関する配

当の全部または一部が支払われなかった場合には、利息の全部または一部

の支払を繰り延べる（全ての繰り延べられた利息及びそれに対する追加利

息を「強制未払残高」という。）。 

 

（イ） 利息の任意停止 

一定の条件のもとで、当社の裁量により、利息の全部または一部の支払を

繰り延べることができる。 

 

（ウ） 利息の強制支払い 

強制未払残高が残存している間に、当社が株式（優先株式等を除く。）につ

いて剰余金の配当、買入または償還を行う場合（但し、法令に基づき買取

義務が生じる場合等一定の場合を除く。）には、その直後の利払日（以下、

「強制利払日」という。）に関する利息及び強制未払残高について、本劣後

ローンに係る契約に従い、下記（エ）の制限の範囲内で弁済すべく、営利

事業として実行可能な限りの合理的な努力を行う。 

 

（エ） 利息支払原資の制限 

一定の場合を除き、強制利払日に関する利息及び強制未払残高は、普通株

式または本劣後ローンと同等以上の資本性を有すると格付会社から認めら

れた証券もしくは債務によって調達した資金（但し、一定の限度に限られ、

かつ原則として当社の子会社または関連会社以外の者に対して発行等され

るものに限る。）をもってのみ弁済することができる。 

 

(9) 劣後特約 

清算手続の開始、破産手続開始の決定、会社更生手続開始の決定、もしくは民事再

生手続開始の決定がなされた場合、または日本法によらない清算手続、破産手続、

会社更生手続、民事再生手続もしくはこれらに準ずる手続が外国において開始され

た場合、本劣後ローンの債権者は、本劣後ローン及び本劣後ローンと同順位の当社

の債務を除く一切の債務が全額支払われた後に、当社の残存する優先株式と同順位

の支払請求権を有する。 

 

(10) 資本性認定 

株式会社日本格付研究所より「75」の資本性認定を取得予定。 
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3. 既存ハイブリッド証券の買入消却の概要 

（1） 買入消却銘柄 

当社が発行した 2014 年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債（劣後特約

付）及び SD 社が発行したユーロ円建交換権付永久優先出資証券。 

 

（2） 買入者 

既存劣後 CB については当社、既存優先出資証券については SD社。 

 

（3） 買入消却日  

既存劣後 CB 及び既存優先出資証券のいずれについても、平成 26年４月９日（予

定） 

 

（4） 買入消却額（額面総額） 

既存劣後 CB 及び既存優先出資証券それぞれについて 240億円。 

 

（5） 消却後の残存額面総額 

既存劣後 CB 及び既存優先出資証券のいずれについても、消却後の残高はござい

ません。 

 

 

4. 業績に与える影響 

上記一連の取引による当社の平成 26年 12月期の連結業績予想への影響は軽微でありま

す。 

なお、既存ハイブリッド証券は連結会計上の「少数株主持分」に計上されておりますが、

本劣後ローンは連結会計上「有利子負債」の扱いとなるため、本リファイナンスにより、

連結貸借対照表における純資産が 240億円減少し、有利子負債が同額増加します。 

 

 

（ご参考） 

既存ハイブリッド証券の概要 

1． 当社が発行した 2014 年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債（劣後特約付） 

（1） 発行日 平成 21 年 10月 14日 

（2） 発行総額 240億円 

（3） 利率  当初５年 4.88444％、以降日本円 LIBOR６ヶ月もの＋500bp 

（4） 転換価額 291円 
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2． SD社が発行したユーロ円建交換権付永久優先出資証券 

（1） 発行日 平成 21 年 10月 14日 

（2） 発行総額 240億円 

（3） 配当率 当初５年 4.88444％、以降日本円 LIBOR６ヶ月もの＋500bp 
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本リファイナンスのスキーム概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 

既存優先出資証券 
の買入 

当社 

既存劣後 CB 
の買入 

買入代金 

買入代金 

SD 社 

本劣後ローンによる 
資金調達 

本劣後ローンの
投資家 

既存優先出資証券
の投資家 


